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～ 令和６年度 全国安全週間を迎えるにあたって ～ 

本年度も「人命尊重」という基本理念の下、「産業界での自主的な労働災害防止活動

を推進し、広く一般の安全意識の高揚と安全活動の定着を図ること」を目的として、 

97 回目となる「全国安全週間」が７月１日から７月７日まで実施されます。 

昨年（令和５年）の岐阜県内における労働災害発生状況は、死亡災害が９人と令和４

年の 13 人に比べ減少し、統計の残る昭和 48 年以降では初めて 10 人を下回りました。

休業４日以上の死傷災害は 2,217 人と令和４年に比べ 46 人（2.0％）の減少となりまし

た。 

しかしながら、本年は３月末時点で４人の尊い命が失われているほか、死傷災害につ

いては 377 人と対前年同時期比３人（0.8％）減にとどまっており、近年の災害増加傾

向に歯止めがかかっているとは言い難い状況です。 

2023（令和５）年度を初年度とする５か年計画である第 14 次労働災害防止計画にお

いては「死亡災害を 2022（令和４）年度と比較して 2027（令和９）年度までに 15％以

上減少させる」、「死傷災害の増加に歯止めをかけ、減少に転じさせる」を目標としてお

り、今後の労働災害発生動向を注視し、対策を推進する必要があります。 

近年、中高年齢者で発生率の高い「転倒」、「腰痛」といった労働者の作業行動に起因

する労働災害が、小売業や介護施設を中心に増加していることに加え、従来からある「墜

落・転落」や「はさまれ・巻き込まれ」災害も依然として多く発生しています。 

このような状況も踏まえ、第 14 次労働災害防止計画においては、従来からの業種別

の取組に加え、転倒など労働者の作業行動に起因する労働災害防止対策や高年齢労働

者、外国人労働者の労働災害防止対策といった業種横断的な対策に取り組むことで、近

年における労働災害の増加傾向に歯止めをかけ、労働災害を減少に転じさせることとし

ています。 

 以上から、労働者一人一人が安全に働ける職場環境の構築を目指し、令和６年度全国

安全週間は、 

危険に気付くあなたの目 そして摘み取る危険の芽 みんなで築く職場の安全 

をスローガンとして展開します。 

 各事業場におかれましては、全国安全週間を契機として、労働災害防止の重要性につ

いて、経営トップの認識をさらに深めていただくと同時に、安全活動を着実に推進して

いただきますようお願いします。 
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